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Ⅰ、新しいビジョンを必要とする北東アジア　
　１、今こそ必要な新しいビジョン
      中国の開放政策の進展と相まって、北東アジアの諸国間の経済・文化交流は、急速に深まっている。ところがごく最近、領土・資源保有問題を契機に、歴史認識の相違を巡り北東アジア諸国間に緊張がみなぎっていることは憂慮すべきことである。

　　このような危機的状況に対して短期的対応処置を講ずることも勿論であるが、長期的共存共栄の夢を描くことはそれ以上に大切である。

EUの誕生は、北東アジア共同体実現への良き示唆を与えてくれている。アルザス・ロレーヌ地方の石炭や鉄鋼資源の領有を巡り、歴史的に紛争の絶えなかった独・仏両国の首脳が、積年の怨讐を超えて、共存・共栄の夢の下に1つになったことは大きい。このヨーロッパ統合のビジョンを提唱したｸﾞｰﾃﾝﾎｯﾌ・カレルギー男爵やロベール・シューマンの思想が多大な役割を果たしたことに注目したい。(1)
日本の近代史誕生のキーマン、坂本竜馬は、倒幕という大義を掲げ、犬猿の仲の薩摩と長州とを手を握らせた。彼は倒幕の見通しが付くや、今度は更に大きな大政奉還のビジョンを発案し、薩摩・長州の敵であった幕府も巻き込んで、明治政府誕生の道筋をつけた。

革命や戦争に多くの犠牲が伴うのが常であるが、明治維新は世界史にほとんど類例がないほど、犠牲の少ない革命であった。北東アジアの硬直した現状を打開するにおいて、共生・共栄・共義のビジョンを築くことの必要性、これを唱道する中心人物群とこれを遂行する中心勢力・集団の出現が今程望まれていると時は無いと言えよう。

　２、憂うべき北東アジアの現状と打開策

世界の中で北東アジアは経済規模、経済成長率、貿易高、いずれを見ても、飛躍的な発展を示しており、特に世界の半分を占める外貨準備高は、国際金融市場に大きな影響力を持っている。これに伴い、年々北東アジア諸国間での経済・文化交流も盛んになっている。(2) 反面、領土問題、歴史教科書問題等を巡り、中国や韓国で激しい反日運動が起こっている。
1） 厳しい日中関係：

中国においては昨年８月、サッカーのアジアカップで中国のサポーターが日本人に対して暴力行為を働くと言う事件が起こり、日本に大変な衝撃をもたらした。本年なっても反日暴動は益々その勢いを増し、本年４月、在中の日本政府機関・民間企業の人身や建物に危害を加えるようﾅ大規模なデモとなった。日本政府は中国に謝罪と損害賠償を請求しているが、中国側はこれに応えるどころか、日本が中国侵略を謝罪していないと非難し、小泉首相を始め、日本の政府閣僚が靖国参拝することに反対している。事態打開のために、何度日中首脳が協議しても平行線を続けており、今のところ、解決の目途は全く立っていない。

このような日中の歪み合い現象の背後には中日両国の歴史認識の違いがあることが指摘される。この歴史認識の差異は、価値観、死生観の違い、両国の文化の違いに起因する。中国と日本の文化の差異を「意の文化と情の文化」（崔世廣：中国社会科学院）(3)、「義（善・悪）の文化と情（美・醜）の文化」（楊棟梁：南開大学）と捉え、「中国人に理・非基準は明確なもので、善人善事は代々に亘って褒め称えられ、悪人悪事はいつまでも悪名が残って罵られる」。楊氏はこうした中国人の道徳価値観は世界文明の視点からも普遍的なものだと主張し、中国人にとっては、日本政府が既に過去の歴史において犯した過ちを承認した以上、政府指導者・官僚が歴史を否認する言行を繰りかえすことが理解し難い。また「彼等が何のために“かつて両国人民に不幸をもたらした”A級戦犯の霊位を奉る靖国神社に参拝するのか理解し難い」と主張する。更に楊氏は日本社会では「死人を鞭打つ必要は無い」とされ、明治政府に反乱を起した西郷隆盛の銅像が上野公園に建っていることを挙げている。A級戦犯が靖国神社に合併されていることについて、極東裁判の不当であるから、合併は当然という人達がいる一方、日本神道では、死ねば皆、神になるのだから戦犯も一般の戦死者も区別できないとする人々も多い。悪人は死んでも悪人という中国人の立場から見れば、死ねば皆、神という日本人の考え方が理解できないというわけである。(4)
尚会鵬氏（北京大学）の論文「中国人戦争被害者意識の構造」は、中国人側の事情と心理を理解するのに大いに役立つ。尚氏は、中国人の戦争被害者意識は次の３点に特徴があるとする。紙面と関係上、ここでは中日認識ギャップの原因を知る上で、中国側の事情を理解することに特に役立つと思われる下記の②と③に絞って尚氏の主張の要旨を紹介することとする。(5)
1 「被害の程度が酷く、時間が近く、記憶が鮮やかに残っている。」

2 「より高い精神的、道徳的な補償」

　　中国が「より高い精神的、道徳的な補償」強く主張するのは、中国の儒教に道徳優先主義の伝統に基づくもので、戦争賠償を放棄してまで、高い精神的要求を求めたにも関わらず、「日本のその後の対応は誠意ある反省もお詫びも見られない。」中国人が日本の反省に不満なのは、日本は被害者としての反省ばかりで、加害者として道徳的勇気ある反省が見られないことである。1972年日中共同声明で「日本側は、過去において日本国が戦争を通して中国国民に重大な損害を与えたことについて深く反省する。」と書いてあり、中国人はこれを日本が中国人に対するお詫びだと思った。ところが1985年中曽根首相が戦後初めて公的に靖国神社へ参拝したことがきっかけとなって、中国人に改めて戦争のことを思い起こさせ、日本は紙で書いた形の上では“反省”だけでお詫びを書いたことが無いと気づき、既に解決したと思った「歴史問題」が問題となってきた。日本側は日本の政治家が21回も詫びたと言うが、中国人はその大部分を認めない。その理由は、日本では侵略戦争を否認し、お詫びする声よりも反対する声が大きくなっているからで、一部の政治家が反省したことはあっても、マスコミの影響もあって、ほとんどその声は相殺されてしまい、日本への不信感が増大された。中国は日本を信頼が出来ない以上、正式なお詫び、少なくとも日韓共同宣言（1998年）のような「痛切な反省と心からのお詫び」を書面で日本に求めるようになった。
3 「中国人は輝かしい過去の記憶と近代以来の被害記憶によって、他者から認めらようと渇望している。」

解放・改革前、大きな役割を果たしたイデオロギーが今や余り役立たなくなってきた。多くの優秀な人材が、外国へ行ったまま帰ってこず、他方、西欧的価値観、生活様式が洪水のように中国を席捲し、文化上のアイデンティティーの危機に再び直面するようになった。そこで中国は再び愛国主義を強調するようになった。しかしこれは、他人から認められることを渇望し、2度と被害者になりたくないと言う防衛的なものである。その愛国教育の内容は反日や排外的なものではなく、自身文化の再評価の「自尊教育」と自分の立ち遅れている現状を確認した上での「自強教育」であり、古代文明にアイデンティティーを求める歴史の再認識といえる。中国の若者世代は、個人主義的、自己主張的、非愛国的である。中国の国力の増強に伴い、彼等は自信がわき始め、自分の存在を証明したくなり、他人からの承認を一層強く要求している。小泉首相が中国のからの反発が強いにもかかわらず、靖国神社を参拝するのは、「日本は中国を蔑視している。」との印象を与え、「日本はアメリカの言うと通りに振舞うくせに、我々の感情を一切省みない。日本は弱い者いじめをしている。中国政府は弱腰だ」と判断し、不満が、インターネットで増幅、繁殖され、昨年夏のサッカー暴動として爆発した。

　中国側の上記の主張は、大いに学ぶべき点が多く、日本側の従来の日中関係を見直す参考になるだろう。しかし日本側からすれば、幾多の反論がある。そのなかの１つに「日本は何の経済的賠償もしていないというのは、明らかな誤認であって、日中国交回復以後、ここ20年、日本のODAは中国援助が第1位であることが物語っている。しかし日本からのODAのことを中国国民は知らされておらず、日本への留学生が、その事実を知って驚いている事実からもわかるはずである。」また「中国は自分のチベットや小民族に対する抑圧政策反省やお詫びしないで日本ばかり攻撃している」等々、日本側も数々の言い分があり、日中関係は、今後も多難が予想される。この解決策は以下、今回の主題にあるように日韓関係を焦点に当ててさらに検討してみたい。以下の論旨は、本年1月25日、東京で開催された定期的韓日文化会議に韓国側代表として参加された金容雲（Kim Young Won）博士（漢陽大学名誉教授）に未来構想戦略フォーラムがブロードバンドで放映している未来構想放送でインタビューした内容に負うところが多いことを付記しておく。

２）共同の夢を追う日韓：韓半島の平和の解剖

今年は戦後60年、北東アジアで言う還暦に当たる年で、日韓関係も脱戦後の全く新しい段階を迎えている。　戦後日本と韓国に共通した面は、両国とも経済復興に努めたことである。日本は経済至上主義で、世界第2の経済大国になり、韓国も先進国の仲間入りを果たした。また日本は“平和憲法”を持って平和を求めてきたが、韓国は“南北統一”を悲願としてきた。それぞれ、互いに矛盾点を抱えている。

日本は憲法上、非武装、戦争放棄、専守防衛、非核３原則を保持し、国際情勢に対応できない矛盾から憲法解釈の論争、憲法改正を巡り議論が続いている。

連合軍の占領政策により日本は国防や民族的教育を排除され、経済復興一筋に専念し、そのことが逆に幸いして経済的国家目標は達成しました。しかし、その次の「坂の上の雲」を見出せず、若者達の無気力が心配されている。　昨年10月、24歳の日本の青年（香田証生）がイラクを旅し、イラクテロリス集団に捕まり、惨殺されたことは記憶に新しい。「自衛隊が自国の憲法上制約を理由にオランダ軍に守ってもらって、身の安全な人道援助だけをしているのは不自然だ」と感じる若者は多く、「香田君は危ない所に行くことにしてか、自分のアイデンティティー、生きていると言う実感を日本では得られなかったのではないか」と同年輩の同僚が話していた。

日本が経済目標を達成した後、平和憲法の矛盾に突き当たっているように、韓国も経済的豊かになって気が付いたのは、南北統一の悲願に含まれる矛盾、反共政策であった。今、真の平和、正しい生き方を求めるなら、日本人がもっている理想と韓国人が持っている理想を共生・共栄・共義のカテゴリーの中でいかにﾄﾞキングさせ、互いにそれを共有できるかが課題である。小生が金容雲博士に日本再生のためには、国際ボランティア制度を国策化し、数十万人の青年を送り出すことを提言した所、金博士は、両国が個々にやるのではなくて、お互いに資金を出し合って、日韓共同でやること、さらには、出来れば中国、アメリカ、ロシアも加えて世界的規模のボランティア活動を進めることを提言された。

今、韓国が平和統一できず、平和になれない最大の原因は、38度線休戦ラインの存在である。韓半島の南北問題は単に南北の問題であるだけでなく、周辺諸国との利害が複雑に絡み合っている。これは韓国が半島という地政学的条件から来る宿命的な運命であると言える。歴史的に韓国は大陸勢力と海洋勢力の狭間にあって、大陸勢力と海洋勢力が自己の生命線を確保しようと争う草刈場、“回廊”であった。

　　古いところでは紀元663年、百済倭（日本）の連合軍が、新羅と唐の連合軍と戦っている紀元1152ー98年、（文禄・慶長の役＝韓国では壬辰倭乱・丁酉再乱）豊臣秀吉が韓半島に侵略したとき、明（中国）が出てきた。1894年、日清戦争は朝鮮での利権を巡り、日本と清（中国）が対立、1904年、日露戦争も朝鮮と満州の利権を巡る日本とロシアの対決であった。1950年、朝鮮戦争では、米軍とソ連軍が対決した。このように古来から東アジアの紛争の多くは、朝鮮半島に起因しており、朝鮮半島の平和統一なくして東アジアの平和は無いと言っても過言でない。

　　朝鮮半島を巡り、周辺諸国の利害が複雑にからみあっている只中で、韓半島を統一することは、いずれの国にもマイナスにならない、必ず良い結果をもたらすということが、理想であるが、韓半島の平和を誰が保障するのかという課題が残る。この意味で6ヶ国会議は重要である。今、6ヶ国会議は核の問題に議論を絞っている。米国主導の武力による威嚇は危険である。米国はイラク戦争においても、その後の収拾に予想外に苦戦している事実を見ても明白である。かつて日本は「ABCD包囲網」で追い詰められ、真珠湾攻撃に打って出た。この辺の事情は現在の北鮮の状況と会い通じるところがあって、場合によっては、北の政権は、かつての日本軍部と同じ危険を冒しかねないことに充分注意する必要がある。

どうすれば真の平和が北東アジアに実現できるのか、もっと根源的、グローバル・歴史的な視野から叡智を結集して、問題の真の解決を図る必要がるだろう。

同じ共同の夢を語るなら、核だけに的を絞らず、誰が打っても矢が当たるより大きな標的（目標）にしてはどうであろうか？民間団体より北東アジアの韓半島の永世中立化、東アジア共同体の形成の提言がなされている。休戦ラインを恒久平和ラインに変えて自然生態系が保存されている３８度線を世界的文化遺産、平和公園にしよう、との提言もある。韓半島における南北の統一は日本にも大きなメリットをもたらすことが予想され、日韓をつなぐ海底トンネルの構想が実現されれば、計り知れない大きなメリットも予想される。北東アジアに真の平和をもたらすのは、超国家的・超宗教・超イデオロギーの人類一家族としての共同意識、共存共栄共義のビジョンの構築である。どうすれば真の平和が北東アジアに実現できるのか、朝鮮半島平和統一後の構想をも含め、もっと根源的、グローバル・歴史的な視野から叡智を結集して、問題の真の解決を図る必要があるだろう。

II. 北東アジアの平和と安定のための提言

１、北東アジア共存への文化的アプローチ：共通のビジョンの創造
　　　今回このモスクワ会議でも３日に渡って議論されるように、北東アジア間の国際協力の各種の試みがなされている。(１)資源・エネルギー・インフラの整備、 (２)経済統合：通貨の統合、FTAの締結、北東アジア開発基金設立構想、(３)政治的統合は六カ国会議を見ても判るように、同床異夢で視界ゼロである。北東アジアの国々はそれぞれの国に自尊心もあり、教科書問題・靖国問題等を巡って摩擦が絶えない。東アジアの古代史に焦点を当てる試みもなされているが、一向に問題解決の糸口さえ見出せずにいる。そこで小生は視点を変えて４）長期的・文化的アプローチから問題解決の糸口を探りたい。

人類文明史において紀元前５、６世紀は、ヤスパースが枢軸時代と名づけたように、偉大なる人間復興の時代と言える。また西暦１４、５世紀から始まったルネッサンス・これに続く１６世紀の宗教改革はこの人間性再復興の時代であったと言えよう。今や１８世紀後半から始まった産業革命、これに続く科学技術革命により、環境革命と称される劇的な環境復帰が地球的規模で進行している。

現代の未だ進行中の科学技術文明は、ばらばらであった国と国、人々を結びつけ、地球一家族、一日生活圏に結びつけた。多くの人々が、科学技術文明のもたらす便利さ、快適さ、豊かさを満喫し、この進展は何人言えども、止められない程の勢いである。科学技術文明はいまや西洋のみならず、東洋や世界の隅々まで津波のごとく世界中を席捲している。

２０世紀初頭から、今日に至るまで、科学技術文明揺籃の地、欧米で、多くの文明論者がこの科学技術文明のもたらすマイナス面（核を初めとする軍事的脅威の増大、貧富の格差の増大、非人間化等）を警告して来た。この科学技術文明は西洋文明を土壌（個別性、合理主義、経験主義の伝統）に花咲いたものである。科学技術を中心とするグローバリゼーションは、世界各国の伝統的価値観をなぎ倒し、至る所で社会的混乱を引き起こしている。

ブッシュ大統領はイラク戦争の大義として、また米国大統領の就任演説においても、自由と民主主義の価値を訴えていた。確かに自由は独裁政権の圧政下において、人権を抑圧された庶民にとって命にも代えがたい程の尊い価値を持つであろう。しかし一端自由を得た後が問題である。日本では自由と言えば“勝手気まま”というのが語源である。各自が最大限の自由を満喫するには交通法規のように、なんらのルール（原則）が必須であり、また自由には責任を伴うものである。誰のための何のための自由なのか。自由の哲学不在の所に多くの社会的混乱・事故が生じている。

　　　ここで小生は問題の解決策を東洋的土壌に求めたい。

　　小生が米国で哲学・神学を勉学した折、最も衝撃的な発見は、発想の根本的相違点であった。事物を西欧では環境から切り離して個別的に捉えるに対して、東洋ではそれを関係性として捉えることに慣れている。この西洋と東洋のアプローチの違いは、実体の両側面、それぞれ、個体と連帯という半面を見ているのであり、半面だけでは片手落ちであると言わざるを得ない。

現代物理学は、物質の究極と言われる素粒子にも、粒子性と波動性があること、真空にエネルギーを加えると素粒子が生じること、個体が存在することは既に空間にゆがみをもたらすことを指摘している。いずれも個体は場と相関関係のあること、切り離すことが出来ないことを示す例である。

人間存在についても、英語ではman とかwoman とか個別に表記する。他方、東洋では人間（ジンカン）と人と人の関係性の中に人間存在はあると見ている。ここから東洋では家庭内では父・母とか兄・姉とかその役割で名前を呼び、目上の人を個人の名前を呼ぶことは不敬であるとされる。

個人的道徳（正直、正義、節制、勇気、知恵、克己、忍耐、自立、自助、公正、勤勉等）を強調する米国に対して、北東アジア３国に共通する儒教では家庭を基盤とした社会的規範、五倫を強調する。この五倫とは、父子の親、君臣の義、夫婦の別、長幼の序、朋友の信を言う。その中でも君主に対する忠義、父母への孝、夫に対する妻の烈は東洋の三大美徳として、今日に至るまで受け継がれてきた。
　今、西洋に必要なのは東洋の社会的規範、忠孝烈であり、東洋に必要なのは個人道徳の復興である。

愛国心と言っても、日本も第二次大戦後の日本の若者には、色あせて聞こえるようである。近代化・戦後占領政策の浸透により、すっかり日本はこの東洋の三大美徳を喪失しあるかに見える。頑なに初愛を守ることをテーマにした「冬のソナタ」の韓国ドラマが日本を席捲したことは記憶に新しい。その効果は何千人もの大使に匹敵すると言われ、経済的にも数千億円もの経済的効果と言われた。現在NHKで「チャングム」という１６世紀、宮廷の女官の孝をテーマとしたドラマが進行中であり、「ホジュン」という１６世紀の王の侍医の師に対する悌と母への孝をテーマしたドラマを日本各地でﾋﾞﾃﾞｵやDVDで知られている。

最近の韓国ブームの底流には、韓国には未だ東洋の伝統が息づいており、そのようなドラマをテレビドラマを日本人が見るときに、失われ行くこの東洋の三大美徳が、深層意識の中から日本人一人一人の心の中に顕在化するという、一種のアイデンティティー復帰の社会現象と見ることが出来よう。
北東アジアに関して最近、国際会議が頻繁である。北東アジアの共通のビジョンの1つとしてしばしば孫文の言葉が引用される。去る２月、北東アジアの平和と安定をテーマに、韓国、中国、日本の政府高官も参加した会議が東京で開催された。この会議でも孫文の言葉が引用し、“覇道ではなく、王道で行く”ことが基調とされ、基調講演者は王道の内容として『大学』の徳治を紹介し、修身、斉家、治国平天下に触れた。（註）

小生はこの席で、東洋の三大美徳、忠孝烈を新たな角度から見直し、北東アジア共同体への共通価値観として掲げることを提案した。この会議には韓国からも大統領補佐官2名が見えていた。韓国では毎年国軍創立記念日の式典において兵士達は査閲台に向かって『忠孝』と叫んでそこを通過するとのことである。

　　この徳目は西洋文明、近代化過程において形骸化しつつあるかに見える。それは家庭エゴ、会社エゴ、国家エゴイズムに落ちいったためであり、今こそこの東洋のこの３大美徳をエゴイスムの障壁から解き放ち、新しい意味での忠孝烈の価値観を世界へ向け発信させるときである。
韓国に今の息づくこの“忠孝烈”の伝統は日本や中国のみならず西洋世界をも再生させることが期待される。

この東洋の三大美徳が国家エゴの障壁を乗り越え、北東アジアのみならず世界を蘇生させる可能性を持っている。この東洋のこの３大美徳を三大エゴイズムの障壁から解き放ち、新しい意味での忠孝烈の価値観を世界へ向け発信させるときである。先日、京セラの稲盛和夫氏が世界平和、世界連邦政府実現の最大の敵・障壁は国家・国益中心主義であると激しく糾弾した。穏やかな口調の中にもその厳しさに驚くほどであった。この東洋の三大美徳が北東アジアのみならず世界を蘇生させる三大美徳たり得るにも、この国家エゴの最大の障壁を乗り越えられるかどうかにかかっていると言えよう。

かつて岡倉天心（1903、日本）、孫文（1924、中国）、安重根（1910、朝鮮）等は「アジアは1つ」と言って東洋思想を高揚した。高邁な先達達のこれらの理想をもう一度再吟味して北東アジアの道を探る必要があろう。これからは、イデオロギーでもなく、宗教でもなく、地球船宇宙号とも人類一家族とも言われている、人類としての共同体意識に目覚めることが求められている。忠孝烈の伝統のある日韓がその良き伝統を生かしての世界平和のために理念的に貢献することこそ、北東アジアの希望であり、世界平和実現の早道である。
２、より深い人間愛（父母の愛） 
政治的・外交的な圧力以上に共存・共栄の夢を描くことは重要である。しかし、わかっていても出来ないのが人間の悲しい性（サガ）である。それは、人間はホモ・サピエンス（知性人）である以上に、もっと本質的には愛人間（ホモ・エイムス）によるものであろう。

2003年日本のNHKで韓国のテレビドラマ「冬のソナタ」が上映され、その主人公を見ようと韓国ツアーのブームが一気に盛り上がった。日本では伝統的に「忍ぶ恋」とか「眼は口ほどにものを言い」と言われるように胸中の思いをはっきり伝えないのが美徳とされた。ところが突然、ヨン様に「サランヘヨ！」と愛の言葉を連発されると今まで愛を直接に表現を受けたことの無い日本の中年女性達が舞い上がってしまった。また初愛（オリジナル・ラブ）をあくまで貫こうするひたむきかつ純真な愛は、若い女性達の心を捉えた。人間の情念が、如何に大きな社会的影響力を与えるものであるか、改めて痛感された社会現象であった。
今,世界でもっとも深刻な紛争が中東のパレスティナ問題でありもう一つが朝鮮半島の核問題である。中東紛争の源流はアブラハムの本妻と妾の愛の争い、故国で受け入れられないで世界化した基督教も元を質せば、アブラハムに帰る。ユダヤ人、アラブ人、キリスト教徒はアブラハムを先祖とし、同じ神を崇める、いわば3人兄弟である。愛の裏返しが憎しみであり、中東でも一端狂えば、近親憎悪の凄惨な事件がいつ果てるとも知れなく続いている。

北東アジア地域の中国と台湾、韓国と北朝鮮、いずれも双子の兄弟のようなものであり、日本人も先祖をたどれば韓国、さらには同じモンゴロイドに属する。長男の中国と次男の韓国が運命のいたずらか、双子となってしまったので、５人兄弟の様態を示しているが、元をただせば、３人兄弟と見ることができる。この兄弟喧 嘩を止めさせるには、もはや宗派とか教派をとかに固執している時代ではない。父母の愛（親愛）は分け隔てが無い。経済的利害・道徳的善悪を超えた、無私・無償の愛であり、敵・味方、愛憎を超えた完成的真の愛である。韓半島における南北問題も兄弟げんかも、より高い次元の父母の愛に戻って、互いに見つめ合うときに和解の道も見えて来よう。日本が忠（集団倫理）の国であるに対して、韓国は孝（家庭倫理）の国である。韓国では未だに先祖を敬う心が深く、孝の精神は今も韓国社会の原動力である。この親を思う孝の精神を中心として周辺諸国が北朝鮮にアプローチすることの方が、現在の米国の武力を背景にした威圧的外交より、北朝鮮に対し、もっと効果的と思われる。 
近代史幕開けの旗は、自由、平等、博愛のスローガンであった。米国は強大な武力を背景に、高々と自由の旗を掲げているが、平等を掲げた共産主義、社会主義はすでに形骸化している。そして博愛（横的兄弟愛）さえ最近機能しなくなっている。父母があってこそ家庭が成立する。ばらばらで、時には争うあった兄弟も、父母を中心に1つになることが出来る。ここ２世紀余、西洋世界をリードしてきた自由と平等、博愛の旗印も、いまや縦的な父母の愛の旗を掲げる時代へ来たと言えよう。基督教において幾多の徳目の基盤となるのがこの愛であり、愛は神から来るものであるしている。（ヨハネⅠ、４：７～８）キリスト教の愛、イスラム教の慈愛、仏教の慈悲、ヒンズー教のバクティ等様々に表現されようとも実は、同じ愛の様々な表現と見ることが出来るのであり、その究極なる絶対者も神、アラー、天、真如（ダルマ）ブラフマンと呼ばれようとも、唯一なる人類の永遠の父母なる神の、それぞれの表現に過ぎないと見ることが出来る。忠孝烈の徳目の基盤となっているのが仁であり、仁の基礎になっているのが天である。ところでこの天とはなにか、儒教においては明確に説明されていないため、中国においては封建時代の支配者階級の支配合理化のための反動的な思想であると儒教は排撃されてきた。しかし経済の開放化政策の進行と相まって儒教の見直しが行われ、今回のように政府代表が堂々と儒教を敷衍するようになっている。今やイデオロギー、宗派や国を超えて究極実在なる神の愛と理念の下に西洋と東洋が、そして北東アジアの国々が１つになりうる時代が来たと言えよう。様々な名前で呼ばれてきた、人類の永遠なる父母の愛の下に全ての兄弟が過去の怨讐を超えて1つとなり、真の人類一家族を実現するべきときであると言える。
Ⅲ.　NGO活動
1,これからの市民社会が求めるNGO活動

戦後の日本の政治過程も政府・官僚がリードした第1期から70年代中間層・民間企業がリードする第2 期、そして90年代からボランティアを中心としたNGO/ＮＰＯの第３期の時代に突入していると言えよう。

今や国家がリードした時代から企業がリードした時代を経て個人が主体となる市民社会の時代に突入している。わが国でも官僚主体から民営化の試みがなされており、小泉内閣も230兆円の巨大預貯金を預かる郵政省の民営化に政治生命をかけている。金融・教育・医療面あらゆる面で民営化の試みが為されているが、既得権を持った官僚・既存勢力の抵抗にあって民営化のテンポは遅れている。

また民営化は非営利的NPO化と平行して行われなければ、ビジネスオンリーの窮屈であわただしい社会になるであろう。何事においてもプラスの側面と同時にマイナス面があるものる。民営化により官僚制の不能率、採算を度外した経営管理が是正され、高能率、採算性、自由競争により仕事に闊達さが加わるであろう。しかし、反面、過激な自由競争のプレッシャーに圧倒され、それが大事故の要因になったり（例：JR列車転覆事故、三菱自動車の欠陥による相次ぐ自動車事故）、社会にとって必要なものであっても採算が合わなければ、見向きもされないとうい不都合が生じている。高齢化社会へ向け、老人介護はますます高価なものとなっている。生きがいのある充実した生活をするには、利潤を得ることだけでなく、社会に潤いとぬくもりを与える愛、ボランティア精神は必須である。この点、民営化に平行して、ボランティア、NGO、NPO（Non Profit Organization）の育成が肝要である。しかし、民営化以上に進まないのが日本のNGO・NPO化の現状である。

政治家は選挙区が気になって長期的政策や世界的な大きな問題に取り組みにくい。また政府・官僚も国益の枠があって夢を語るような新しい動きに組することが難しい。その点、市民同士の交流は本音で率直に語ること、実践することも容易である。国益第１主義に陥りやすい国の行方を監視し、より普遍的な高い次元に高めていくことがこれからの市民思想であり、市民の連帯で国の方向をも変えて行かなくてならない。これからは国家の枠を超えた市民の活動、NGOの時代であると言える。

本会のテーマに沿った注目すべき市民活動を２、３紹介したいと思う。

１つは在日僑胞（韓国系・朝鮮系を含む）を母体とする「アジアの子供たちを育てる母親の会」（会長；金明子：ｷﾑ・ﾐｭﾝｼﾞｬ）の活動である。在日僑胞は、韓・日両国の文化を理解し、地域感情や差別意識を超えた普遍的な価値観を持ち易く、日本の国際化、韓半島の平和統一に向け貢献しうる精神性に富んでいるとして、子供を思う母心を韓半島の南・北両政府、日本政府に伝えることを通じて、北東アジアの平和の母胎作りをしようと活発な活動を展開している。

もう１つは平和創造に対する、文化力の持つ驚異的な力の例として日韓文化交流会議の例挙げてみたい。

２、平和創造へ影響力を発揮する文化力
1998年、日韓両国政府の提唱で発足した日韓文化交流会議（The Japan-Korea Cultural Exchange Council）は１９９９年ソウルでの第１回会議で北朝鮮の高句麗古墳群・壁画の世界遺産として登録することを提案した。日本側代表である平山郁夫氏（東京芸術大学学長・日本画家、ユネスコ委員）は、私財を投じてまで、積極的に世界文化遺産登録に尽力され、昨年（２００４年）高句麗古墳群の世界遺産登録が実現した。このことは単なる美術史や歴史的保存を意味するだけでなく、平和問題に大きく関わっている。なぜかというと、世界遺産にするには付近一帯の軍事施設は除去しなければならない。高句麗古墳群一帯は、南に照準を当てた高射砲基地であったので北朝鮮これを除去しなければならなくなった。もう１つは「遺産を世界の人に公開して見せなければならない」ということで、北朝鮮は見たい人には自由に見せなければならなくなった。平山氏は広島での被爆体験者で、「平和のためならどんなことでもする」という氏の熱意と日韓両国の市民の協力があって始めて実現したものである。敦煌（中国）、鴨緑江（北鮮）、高松塚（日本）の壁画は同じ文化史的流れに属する。今後、中日韓の３国合同でこの古墳の前でアジアの美術に関するシンポジューム開催の計画が進んでいるとのことである。このほか、日韓文化会議は、北東アジアの韓半島の永世中立化、休戦ラインを恒久平和ラインに変えて自然生態系が保存されている３８度線を世界的文化遺産、平和公園にしようとの提言をしている。

３、日本のNGOの現状
日本の国際化・近代化過程は通常3つの段階に区分できる。明治政府誕生から第2次大戦終戦まで、戦後から1960年代、そして1970年代以降である。第1期は政府高官を中心とするごく一部の国際化であり、第2次大戦後企業を中心とするミドルクラスの国際化、1970年代からは一般大衆も加わった国民総国際化の時代となった。これは第1期が主に科学技術・産業、物質文明輸入を中心とした時期、第2期は米国的政治的民主化の時期、第3の開国と言われる第3期は文化も含めた全般的・全面的国際化の時代であると言える。

日本においては、NGO（非政府組織）とNPO（特定非営利活動法人）を使い分ける傾向がある。日本ではNGOは国際協力活動を行う組織として、1960年、基督教海外医療協会（JOCS）や1979年インドシナ難民救済を目的とした日本国際ボランティアセンター（JVC）の誕生等の先駆けはあるが、１９８０年代頃から普及し始めた。この狭義の意味でのこのNGOの法人数は391団体である。

NPOは比較的新しく、1995年１月、阪神大震災を契機にボランティア活動に対する市民意識が高まり、1998年12月には、NPO法案が成立し登録団体も増加しつつある。2004年6月の時点で、NPO認可法人は17,421団体、主に保険・医療・福祉（37.9％）、環境保全（10.9%）、学術・文化・スポーツ（10.6%）、街づくり（9.8％）、子供の健全育成（9.7%）、社会教育（6.7％）で、国際協力活動を行う狭義のNGOは4.6％である。

NGO・NPOは、いずれも市民主体の活動であり、自主的・非営利の活動を目的とする組織であり、最近、国連も市民社会組織（CSO）と総称しているように、ここではNGO・NPOを区別せず、広義に「市民主導による非政府・民間非営利団の組織」と定義して話をすすめることにする。

日本政府が国際協力に取り組み始めたのは、1954年コロンボ・プランに加盟しODAを開始したときからである。昨年2004年は日本の国際協力50周年記念の年であり、日本は世界185カ国に2,210億ドルのODAを供与、途上国の経済・社会インフラ整備を通じて途上国の開発や福祉の向上に大きく貢献してきた。インフラは一国を支える巨大な構造物であり、この建設過程で多くの海外企業を国内に招くことが出来、インフラ完成後も自国の民間企業の効率的展開、生産コストを大幅に引き下げ、国際競争力を高めることが出来る。中国の急速な経済大国化もこのようなインフラ整備の土台の上に、IT産業、自動車産業が大々的に進出した企業により可能になったものである。

日本のODAは、自立努力支援を原則としており、発展した東アジア諸国からは漸次身を引き、アフリカの貧民救済、中東の平和構築に重点を移していっている。

但し東アジア地域においても自助努力では解決できない分野、たとえば環境保全や人づくりの分野は重点的に支援していく方針である。

日本の国際協力は、ほとんどの予算を政府ベースで使っており、先進OECD諸国と際立った対照をなしている。日本のODA予算のNGOへの委託率は0.51％（2001年度）、50億円に過ぎず、1989年に1億円のNGO支援を始めて11年たっても50億円とは、余りにもテンポがのろいのではなかろうか？米国USAIDでは45%、カナダCIDA、8.5％、オランダ10%、ドイツ6.9％、英国9.1％（註）を直接NGOに配分している。国連諸機関もNGOに対する委託比重が高く、例えばUNFPA （United Nations Population Fund）は年間予算の18.4％（1999年度）をNGOに委託している。先進22カ国の政府開発援助総額の２０％はNGOを通じての協力である。日本は少なくとも国際標準の20％、1960億円以上、千億円台でNGOへの委託を考えるべきではなかろうか？現在のNGOへ委託資金50億円（2001年度）とは桁が2桁も3桁も違っており、全くお話にならないと言えよう。

日本で政府とNGOと定期協議が始まったのは、ようやく1996年からである。外務省を窓口に2002年にNGO担当大使が設置され、NGOとの対話が進み、ODAの共同評価、NGOの支援等も徐々にではあるが進んではいる。

米国では第2次大戦後の1946年民間海外援助に関する諮問委員会（Advisory Committee on Voluntary Foreign Aid:ACVFA）が発足し、米国の戦後救援政策の一部の機能として、NGOの政府登録や活動のモニタリングの役割を担ってきた。1961年、ケネディー政権下、海外援助法、米国開発庁（USAID）が設立され、米国のODAが誕生した。USAIDが誕生後、NGOの登録の責務は政府に移行したが、ACVFAは、今日に到るまで諮問機関として政府とNGOとの良き仲介役となっている。

　1998年、米国の広義の意味でのNGOは120万団体、年間総収入は6,684億ドル、そのうちの民間の寄付、助成額は1321億ドルであり、就労人口のなかでNGOで働く人口は全体の７．１％に達する。2002年度の統計によれば、民間の寄付金総額は2409億ドルで、このうちの84%が遺産を含めた個人の寄付金である、その他は財団による助成金が269億ドル（11%）、企業寄付が122億ドル（５％）となっている。

　2003年度、米国の政府登録の狭義の意味での国際活動をするNGOは489団体で、財政収入総額は18３億ドルである。収入の内訳は、18億ドルがUSAIDからの援助、20億ドルが国際機関や他の政府機関からの資金、145億ドルが民間からの寄付である。NGOが米国政府から得ている助成額は約28億円で民間資金はこの    政府援助資金の5倍を超え、その割合は年々増加傾向にある。日本のODAがNGO経由で支給している総 額    が2002年度で55億円であることからすると実に50倍の開きがあると言える。(9)
　 米国でNGOが幅広く活動できるようになった背景には、その建国以前からの草の根ボランタリズムが根付いていること、民間非営利組織を容易に作れる制度的環境が整備されていることの２点があげられる。特に寄付に対する税制優遇措置は他国の参考に価する。寄付金に対する税の控除が実績ベースではなく、優遇措置を前倒して、5年間の仮裁定機関の間に活動実績を挙げるよう奨励し、5年後の本裁定（definitive ruling）を行う仮裁定制度（advanced ruling）である。また米国には官民ともにNGOに対する給与天引き制度がある。政府職員は寄付できるNGOを一覧から選ぶことが出来る。他方、日本では予算の単年度制度、精算払い制度、人件費・管理費を制限するなどの様々な制限がNGOの発展を阻害しているとの指摘もある。日本では未だ官尊民卑の因習から抜けきれず、官の民に対する信頼が著しく低い。

NGO側も信頼に足る受け皿を作ることに努めるべきであろう。「良いことをやっているのだから許されるだろう」との甘えを捨てて、会計の透明性、専門的な経営手法を導入する必要がある。途上国の貧困削減、人間開発等、なかなか援助の成果を見ることが出来にくい中で、なぜNGOを支援しなければならないのか？今後NGO側もアカウンタビリティーを高めるよう十分心がけていく必要もあろう。そのためにも、NGO活動に携わる人材の専門的技術の習得、人材養成が課題であろう。

　　行政サイドもNGO側もそれぞれが抱える制約条件のなかで最大限の歩み寄りやパートﾅシップの形成に努めていうようにも見えるが、しかし、行政サイドには、リスクを背負ってまで、NGOを支援していこう、効果的な開発事業に繫げていこうといった気概が見られない。今、日本に最も必要なのは、国際社会に役立つ有意な人材、NGOを短期間に育てるのだという気概、国際的視野に立った政治的リーダーシップであり、それを遂行する政治的指導者、またそれを支える政治集団の出現が待望されている。

４、JFFSIの挑戦と政策提言
１）未来構想戦略フォーラムの創設　(10)
国際機関で働く日本人は、日本政府の国際機関への資金的負担に比べ極端に低い。ODA予算もほとんど資金・物資の援助が大半を占め、人的交流・派遣が少ない。顔の見えない日本外交・日本人と言われる所以である。物に偏った日本のODAは、政府高官や企業との癒着、資金の３分の２が途中で消えてしまったり、たとい高度な機械や施設が贈与されても、協力国にそれをメインテナンスするインフラがないため、高額な備品も廃品同様に野ざらしになっていたり、心無い現地人に転売されたりしていることが指摘されてきた。国際協力の成果を挙げるには、物の援助から人の協力、更には教育援助が時代のトレンドである。

　　　９０年代、南米、カリブ諸国を中心にNGO活動に従事した小生は、日本から大量の人材を海外へ送り出す流れを創る必要性を痛感した。折しも民間で日本最大のシンクタンク、㈱日本総研の新谷所長が、その志に 共鳴してくださり、場所を提供くださったことを契機に、2001年1月、未来構想戦略フォーラムは発足した。

昨年末、本会はNPO法人として政府より正式に認可を得た。インターネットを通じて常時、その知識を無償で公開している。特に昨年より、会の模様を最新のブロードバンド技術（特許出願中）により、公開放送している。パスワード無し、無償の放送で、世界何処からでもアクセスし、TV画面のように鮮明な画像を満喫することが出来る。特定のスポンサーも無い中60歳代の高齢者をで、今日の基盤を造成できたことは、志あれば、ここまで出来るものであることを実感し、感慨無量である。

本会は“知識の社会的還元”をモットーとし、知識人たちによる社会奉仕活動でボランティア精神により運営されている。本会は、日本再生を主眼とし、そのためには、従来の消極的平和国家から積極的平和国家として変貌することを提案している。従来日本では戦争放棄、軍備撤廃、非核三原則等、平和のための非軍事的、否定的、消極的表現が目立ったが、世界の平和実現のために、何を為しうるのか？　日本の非軍事的憲法を逆手にとって、非軍事的側面で積極的に世界に貢献する道を探る、積極的に世界平和戦略を展開しようというのが趣旨である。(11)本会はグローバルな視野、文明史的展望の下に、医療・農業・経済・環境・原子力、産学協同、教育、防衛等、国内政策全般にわたり提言を行ってきた。
２)国際ボランティア制度の国際化を！（平和部隊の創設と派遣）
　　　本会は日本再生の起死回生の決め手として国際ボランティア制度の国策化を提言している。その要旨は以下の通りである。
a),20代の青年を二年間海外ボランティア活動に派遣する。オプションとして国内ボランティア活動、その他を設ける
b), ボランティア活動の過程を終了した者を有資格者とする
c), 青年と共に60歳代の高齢者をペアーで派遣する 
d),予算はODAでまかなう (12)
われわれはこの国際ボランティア制度の国策化こそ、国と自己のアイデンティーを喪失し、衰退状況にある日本を再生させ、若者を奮い立たせる秘策であると確信している。

この提言に対し、金容雲博士は「どうして日本だけでよろうとするのですか？日韓共同でやってはどうですか？さらには中国、ロシア、アメリカをも加えた世界的規模のボランティア活動を進めてはいかがなものであろうか？」と即座にお答えになり、国際的視野の重要性を痛感した。半島である韓国は、地政学的にアジアの回廊といわれるように大陸勢力と海洋勢力の狭間にあっていつも侵略の対象となってきた恨の国である。かつて侵略の経験のある日本だけが独走すれば、形を変えた再侵略との疑いも生じないとは言えない。また発展途上の国々とっては、日本よりは韓国により親近感を感じるであろう。

社会主義の旗を未だに保持し、覇権主義の危惧もある中国に対して日韓両国の青年が世界平和の橋頭堡として活躍することは、近い将来、中国をもその平和の渦に巻き込んで、北東アジアの平和と安定のための先鞭をつけることになるであろう。また韓国青年（男性）には２年間の兵役義務がある。この期間を国際ボランティアに応募することをオプションとして選択させれば、さらに多くの韓国青年が参画するであろう。かつての朝鮮戦争では国連軍として世界１６カ国から援軍が韓国に訪れた。韓国一国で国を守れるものでは無いことは、韓国国民は良く知っている。韓国政府にとっても、北への安全保障策として世界の国々から国際理解と信頼、協力を得ることが期待できるので大いに国益にもかなうことであろう。
　 忠孝烈の伝統のある韓・日がそして中国がその良き伝統を生かしての世界平和のために献身することこそ、北東アジアの希望であり、世界平和実現の道である。
３）、アジアの指導者養成のための教育機関の設置
日本の教育界は、少子化の影響で経営的困難に直面している。かてて加えて政府は財政難を理由に国立大学の独立法人化に踏み切り、大学も経済的自立を迫られている。イデオロギーの対立から未だ分断国家となっている韓国や中国と異なり、日本は分断国家を免れたとしても、国内に深刻なイデオロギー的対立を抱えている。1978年、かつて小生が関わった学者集団で提言した“アジア太平洋大学構想”は、2000年立命館大学が大分県の全面的応援を得てアジア太平洋大学として開校したことを米国から帰国した後に知ることとなった。財産の所有を巡り、争いの絶えない地球星であるが、日光や空気のようにビジョンは人類の共有の財産である。未来構想戦略フォーラムも知識の社会的還元もその試みの１つであるが、小生は人類の平和と福祉のために、果敢にわれわれの７０年代に描いた夢を果敢に実現された立命館大学と大分県の指導者達に、こころから祝福を送りたい。（13）
日本政府は国連大学を日本に誘致し、土地建物だけでなく、全予算の６割以上を負担しているが、単なる研究機関に留まっており、十分に活用されていない。これからの教育機関は、既存の大学は勿論、国連大学とも連携し、世界へ発信できることが望ましい。前述のような、国際ボランティアを輩出するめにも、北東アジアのリーダー養成のための教育機関設置、それに向けて未来構想を練ることは北東アジアの平和と安定にとって最も意義深いことであると言えよう。

Ⅳ、結論
以上見てきたように新しい共存共栄共義の理念の創造、真の父母の愛、NGO活動の３つが、新時代を切り開くキーワードであり、上記の新しい理念と精神を武装した青年が、国際的指導者養成機関を母体として、超国家的市民活動を展開することが、北東アジアの平和と安定に肝要である。
そのためには、個人も団体もエゴイズの殻を脱ぎ捨て、また、諸国家も民族至上主義、「中華意識」を脱皮して、如何に意識改革をすることが出来るかが問われている。（
14）A..トインビーは現代文明の挑戦に対する4つの応戦型として、復古逃避型（英雄崇拝）、現実逃避型（科学崇拝）、未来逃避型（共産主義）、変貌型（自己変革）を挙げている。彼は、歴史からの逃避ではなく、変貌山で白い輝く衣に変貌したイエスのように、歴史からの挑戦に果敢に応戦することを推奨した。(15)トインビーが言うように、第4の未来志向的変貌・自己変革こそが,歴史からの挑戦に対し、われわれの取るべき勇気ある態度と言えよう。
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